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売上高は、 

国内カーナビゲーション用データの販売が好調であったことに加え、 

ＧＩＳ関連の売上も堅調に推移したことなどにより、 

３５億１２百万円増収の６１３億３２百万円となり 

過去最高を更新しました。 

 

損益面では 

営業利益は、１２億７百万円増加し、５４億４１百万円、 

経常利益は、１３億３５百万円増加し、５８億６３百万円、 

親会社株主に帰属する当期純利益は、 

８億７４百万円増加し、３３億３６百万円となりました。 

 

これにより、売上高、営業利益、経常利益は３期連続の増収増益 

親会社株主に帰属する当期純利益は４期連続の増益となりました。 

 

予想比においても、ＩＴＳ事業の増収により売上高・利益ともに 

大幅に増加しました。 
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営業利益の前年比較について、 

事業別売上高と、営業費用の増減を示しています。 

 

ＧＩＳ、ＩＴＳといった、限界利益率の高い事業を中心に 

大幅に増収となったことで、 

新規連結子会社のコストや人件費などの営業費用の増加を吸収し、 

１２億円の増益となりました。 
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各事業について 
 

・住宅地図帳などを販売する「出版事業」は、 

 地図帳や受託調査の減少などにより、３億円減収となりました。 

 

・「ＧＩＳ事業」は、 

 ＧＩＳパッケージの契約数が着実に増加していることに加え、 

 大手企業向けのソリューションも拡大したことで、 

 １２億円増収となり、毎期順調に推移しています。 

 

・スマートフォン向けサービスの有料会員数の減少によって、 

 減収傾向であった「ＩＣＴ事業」は、 

 地図サービス事業者への地図データ使用料や受託案件の増加などで、 

 ４期ぶりに増収に転じました。 

 

・「ＩＴＳ事業」は、 

 引き続き、国内カーナビゲーション用データの販売が好調であったこと、 

 ADAS関連の売上も継続したことから、１９億円の増収となりました。 



 

 

・「海外事業」は、 

 海外メーカー向けの国内ナビデータの売上の一部を 

 「ＩＴＳ事業」に含めたことなどで５億円減少となりました。 

 

・「その他事業」は、 

  昨年１０月に新たに連結子会社に含めた 

  大東マーケティングソリューションズの売上計上により 

  増加しました。 
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セグメント情報は、 

「地図データベース関連事業」、 「一般印刷関連事業」、 

「その他」と、従来どおり３区分で開示しています。 
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地図データベース関連事業 
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一般印刷関連事業・その他 



 

キャッシュ・フローの状況について 

 

・営業活動においては、 

 増益により１４億円収入が増加し、１０７億円となりました。 

 

・投資活動では、 

 有形及び無形固定資産の取得に加え、 

 大東マーケティングソリューションズの株式取得、 

 ダイナミックマップ基盤会社への追加出資などで、 

 ５３億円を支出しました。 

 

・その結果、フリーキャッシュ・フローは１３億円増加し、 

 ５３億円を確保しました。 

 この資金に加え、社債の発行により８２億円の資金を調達し、 

 自己株式の取得に５１億円、長期借入金の返済、 

 配当金の支払などに充て、 

 財務活動では６億円の支出となりました。 

9 



 

前期末に実施した株主還元等について 

 

当社は、株式の流動性向上と個人株主層の拡大を目的に 

４月１日を効力発生日として、普通株式１株につき、１．５株の割合で 

株式分割を実施しました。 
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３月には資本政策の一環として、 

自己株式の取得と、その資金調達を目的に社債発行を決議し、 

１５０万株（※）の自己株式を取得しました。 

 

自己株式の取得については、当社株価・出来高等をみながら 

取得枠の範囲まで、引き続き実施する予定です。 

 
（※）株式分割後換算では、２２５万株となります。 
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当社は連結ベースでの中長期経営計画における利益成長に基づいた、 

安定的かつ継続的な配当の実施を基本方針として、 

連結株主資本配当率（DOE）３％以上を目標としています。 

 

この方針に基づき、 

期末配当金は、当初予定どおり１株当たり１７円５０銭、 

年間配当金は５０銭増配の、１株当たり３５円となる予定です。 

 

２０１９年３月期の配当予想は、１株あたり２４円の予想としており 

株式分割前基準では、１円増配としています。 
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目次  ２０１９年３月期 通期業績予想 



14 

 

通期の業績予想は、 

 

売上高   ６４０億円  

営業利益   ５８億円 

経常利益  ６２億円 

親会社株主に帰属する当期純利益  ３７億円と 

 

増収増益を見込んでいます。 
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目次  事業概況 

 

 

 



 

中長期経営計画「ZENRIN GROWTH  PLAN 2020」も４年目となり、 

業績は順調に推移していますが、 

最終年度の売上げ目標７００億円には、若干乖離している状況です。 

 

外部環境の変化等を踏まえ、 

現在、次期中長期経営計画も策定しています。 

次期計画を見据えて、今期業績目標の達成を目指します。 
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環境の変化に対応し、 

従来の事業区分から、 

 

・「プロダクト」 

・「公共ソリューション」 

・「マップデザイン」 

・「オートモーティブ」 

・「ＩoＴ」 

・「マーケティングソリューション」 

 

の６事業に、事業区分を見直します。 

（それぞれの事業内容については後述します。） 
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新事業区分での、 

ＺＧＰ２０２０売上目標７００億円の内訳を示しています。 
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プロダクト事業では、 

カスタマイズやメンテナンスが不要なパッケージ商品など、 

変動費が小さく、お客様にとっても購入しやすい、 

商品提供を行っていきます。 

 

市場のニーズをいち早くとらえ、 

迅速に市場投入できる商品開発のスキームを確立し、 

ストック型商品を中心とした安定収益の確保を目指します。 
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公共ソリューション事業では、 

自治体向けの新たなプラットフォームの確立を目指します。 

 

従来、自治体ビジネスは住宅地図帳の販売が主でしたが、 

LGWAN（※）の導入本格化に向けて、 

同環境に対応した住宅地図関連サービスを現在開発中です。 

 

LGWANを通してサービスを提供することで、 

自治体の方々の利便性も向上すると考えています。 

また、災害時支援など当社が持つノウハウを 

ソリューションパッケージとして、 

LGWANで提供する商品開発なども行っていきます。 

 
※LGWAN：総合行政ネットワーク（Local Government Wide Area Network）。 

  地方公共団体情報システム機構（J-LIS）が運営する 

  高度なセキュリティを維持した行政専用の閉域ネットワークです。 

  このネットワークを介して、自治体は各種の行政サービスを共同で利用することができます。 
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マップデザイン事業では 

地図が包含する潜在的価値（感性的価値）の 

具現化による事業を確立していきます。 

 

地図のデザイン性は、あらゆる商品との親和性があり 

既に販売を開始しているステーショナリーなど 

コンシューマー向けの商品だけでなく 

今後は企業向けのノベルティなど、需要の高まりも実感しています。 

 

当事業はまだ立ち上げの段階ですが 

潜在市場規模は大きいと考えていますので 

チャレンジを継続していきます。 
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オートモーティブ事業では、従来のITS事業に引き続き、 

既存のカーナビゲーションビジネスと、 

自動運転・ADAS関連ビジネスを推進していきます。 

 

既存のカーナビゲーションビジネスは、 

国内の自動車販売市場が縮小傾向にあると言われる中で、 

どのように売上を拡大していくかが課題です。 

 

また、自動運転・ADAS関連ビジネスは、 

各自動車メーカー毎に取り組み内容や進捗はさまざまで、 

異業種からの参入も増加しています。 

 

高品質のデータ、付加価値の高いコンテンツ提供により、 

既存カーナビゲーションのビジネスを維持しながら、 

各自動車関連企業との協業を通して、 

自動運転における新たな市場創造を行っていきます。 
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IoT事業では、 

従来のGIS、ICT事業の区別をなくし、 

「モビリティで繋がるサービス」という観点から 

ビジネスを創造していきます。 

 

IoT社会においても、 

地図情報の利用価値は高いと考えています。 

さまざまな情報や技術を持つ企業とも連携し、 

新たなサービス、ソリューションの提供を目指します。 
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マーケティングソリューション事業では、 

中堅企業、個人事業主を中心に、 

マーケティングの支援事業を展開していきます。 

 

当社グループ会社の持つリソースを統合し、 

中堅企業、個人事業主の方でも手軽に利用できる、 

マーケティングのトータルソリューション提供を目指します。 



 

地図情報データベースの生産管理について 

 

既存の「データベースプラットフォーム」、 

「サービスプラットフォーム」に加え、 

現在、新たに「DBサービスプラットフォーム」を構築しています。 

 

他社が提供する外部コンテンツやプローブ情報等収集データを、 

当社の保有する地図情報データと融合し、 

新たなサービスデータを生成するためのプラットフォームです。 

 

当プラットフォーム構成により、低コストで、 

多様なニーズに迅速に対応できるサービス基盤が完成します。 

 

 

25 



26 


